≪はじめに≫

　夏にせんだいメディアテーク（以下Smt）を訪れ、街に連続したつくりや利用者層の幅、その人々の表情を見たとき、私はここから何かが変わっていきそうな気配を感じるとともに、仙台という街は明るく活発で文化的にも満たされている街だという印象を持ちました。

Smtは外見からもその明るさ利用者の明るい表情を見ることができ、私の地元にあるような建物だけが偉そうに建っており、人の顔が見えない従来の文化公共施設とは明らかに違いがありますし、その建築、理念の強さ、事業などあらゆる点で斬新な文化公共施設でした。夏合宿へ向けての下調べや実際の見学を通してSmt自体については色々と知ることができました。私はここから更に、なぜSmtはこのように斬新なことをする必要があったのか、つまり従来の文化公共施設のありかたはいかなるもので、なぜそれではいけないのか、今後の文化公共施設のありかたはどうあるべきなのかということについて、文化政策としての文化公共施設という視点で迫っていきたいと思います。

≪日本国内の文化行政の幕開けからハコモノ行政へ≫

・1970年代前半･･･県府レベルで文化事業や制度の整備が開始された。

――→新しい豊かさや、新しい行政、個性的なまちづくり

などを求めて文化行政のありかたを探る

　――→行政機構そのものの硬直した官僚制、高度な工業化により画一主義に陥る。

・1981年･･･『文化行政～行政の自己革新～』松下圭一・森啓編　刊行

　　　　　　　官僚制や工業化による画一主義を批判し、「行政の文化化」の必要性を説く

―→「自治･分権システムの再構成」を目指し、行政機構とその職員に自己革新を求め、そこから「市民文化の水準向上」を目指そうとした。


　　好景気にめぐまれ、行政は「行政の文化化」や「意識改革」といった目に見えないものではなく、目に見え、文化行政の象徴としてわかりやすい文化施設の建設に走った。　

―――→「ハコモノ」行政の横行

　　　　　

≪森啓による問題提起≫

　1988年に刊行された森啓の『市民文化と文化行政』より、70年代から始まった日本の文化行政を振り返っての3つの問題点。

　①文化行政イメージの拡散･･･設定した課題を実現するための

　　　　　　　　　　　「方策」を考えることの必要性

　②施設の総点検･･･文化行政の事業や制度を実質的なものにすることの必要性

　③文化室の役割･･･文化行政の進展に伴う「自覚的変革」の必要性

――→行政における文化事業や制度が極めて表面的な展開になっており、

職員の意識変革や真の意味での市民生活の向上が促進されていない。

「文化行政はすでにあるものではない。つねに創り出すものである。」

≪新たな運営方法の試み≫

· せんだいメディアテークの場合＊

財団法人仙台ひと・まち交流財団による管理・運営（仙台市教育委員会から委託）

―→利用者によるワークショップを基本的な利用形態とすることやボランティア活動を支援することで、市民の一方的な情報享受だけではなく、提供者となることで主体的に運営に参画する。　　　　　　　　　　　　　　　　※図書館は市の直営　

· 山口情報芸術センターの場合＊

・山口市、山口市教育委員会、（財）山口市文化振興財団からなる運営組織。

・企画運営会議の設置･･･施設全体の方向性を検討するための会議。市民中心に構成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　する市民委員会を置き、市民が主体的に文化活動を展開できる体制を整備。

· 図書館協議会の設置･･･市民ニーズを反映した図書館サービスの提供に努める。

· サポートスタッフ組織の設置･･･市民ボランティアを積極的に募集し、

市民の自己実現の場を提供する。

―→将来的にはＮＰＯ法人化を視野に入れ、市民が自主的、積極的にサービスを提供できるような運営体制を目指す。

・評価委員会の設置･･･市民、市内外の有識者、関係機関からなり、活動成果を確認する。

―→有意な活動を継続的に展開する。

　　　　　

· ＮＰＯと行政の協働

・市民参加の促進（企画案に市民の視点を反映させやすい）

・公共サービスの効果的な提供

・行政プロセスの透明性の確保

・経済社会活性化（高齢者、女性の参画、NPOによる雇用創出）

· 民間活力の利用･･･市民利用者としての視点のほか、専門家の意見を十分に勘案

· ボランティア組織設置･･･市民が享受者としてだけでなく、提供者となることで

　　　　　　　　　　　　主体的に運営に参加

· 中高年･高齢者の活用･･･経験を活かせる。雇用促進につながる。

· 施設への点検評価・改善システムの構築を図る･･･成果主義に基づく運営体制

· PFIの導入･･･国･地方公共団体の事業削減、より質の高いサービスの提供を目指すために公共施設の建設、維持管理、運営を民間の資金、経営力及び技術的能力を活用する。

≪地方分権と文化芸術振興基本法≫

· 地方分権；

地域の自己決定権の拡充。平成12年（2000年）4月、地方分権一括法が施行された。1996年から地方分権推進委員会により進められていた法案で、国から地方自治、地方自治から市町村への決定権の移譲を促すものである。その背景としては、中央集権型行政システムの制度疲労、国際社会への対応、東京一極集中の是正、個性豊かな地域社会の形成、高齢化社会、少子化社会への対応があり、行政の小型化と地方自治へ市民の声が反映されやすくなることが目指される。これにより、各地方公共団体は産業を含むまちづくりをより自由に自主的に行うことができるようになった。

· 文化芸術振興基本法；

多くの国民が文化芸術に触れ心豊かな国民生活及び活力ある社会の実現に寄与することを目的とし2001年に制定された。その基本理念には、「文化芸術の振興に当たっては、地域の人々により主体的に文化芸術活動が行われるよう配慮するとともに、各地域の歴史、風土等を反映した特色ある文化芸術の発展が図られなければならない。」また、「　文化芸術の振興に当たっては、文化芸術活動を行う者その他広く国民の意見が反映されるよう十分配慮されなければならない。」とあり、それぞれ国と地方自治の債務として書かれている。

≪考　察≫

近頃各地方自治体の文化施設に関するサイトを見ると、その多くが「市民に開かれた」とか、「市民の参画を目指して」、「文化を通じた地域づくり」などという言葉をうたい文句のように用いて、各地の特色を活かし、財団など外部団体にその管理運営を委託している。今まさに国モデルの受容型の文化行政から、自治体としての主体的な文化行政へと転換しつつあるのだ。これは2000年以降の地方分権化によるものである。まちのあり方により責任を負うことになり主体的にならなければならない多くの各地方自治体がまちの活性化を「文化」にかけようとしているのだ。経済的発展を遂げた段階のまちとして人々に必要であるとされ、市民にも受けのよい政策で、ヨーロッパでは「文化も経済なり、経済も文化なり」という言葉があり、物の大量消費にくらべ、公害がない経済活動になるという考え方が広がっている。こういった考え方と文化芸術振興基本法に後押しされ、文化施設を通じた地域活性という施策は各地方自治体間のちょっとした流行のようにも見える。したがって結局のところ画一的であり、管理・運営への民間やNPO委託導入に関しては最も大きな理由がコストの削減であり、NPOを安上がりな下請け業者と考えるようなところも多く果たして行政が本当に市民の文化水準向上に貢献しているのかは疑わしくもある。しかし、地方分権やNPO、民間による運営は確実に市民のニーズ、視点を反映しやすくなるはずであり、市民の意識の高さが重要になってくるように思う。ここでどんなに市民の意識が高く様々な運営案、企画案が提案されても最終的な決定権が行政であるかぎりは時間もかかり市民の意見反映が薄まってしまう。そこでフィンランドの教育現場に注目したい。フィンランドは学生の学力世界１をほこり、その教育システムは日本では考えられないものである。まず、決定権を完全に現場の教師に移譲しているのだ。そして新学期に親と教員がカリキュラムについて話し合いを持ち、問題点があれば学期途中でも教員の判断によりカリキュラムを変えられるのだ。この情報の透明性とデータによる客観的評価の徹底により学力世界１を保っているのだ。私はこのシステムを文化公共施設にも当てはめることができると思う。決定権を現場の管理運営者や学芸員に完全にまかせてしまうことで直接的に市民の意見を取り入れることが可能になり、市民の参画がより具体的になるのだ。

≪参考文献≫

『文化政策を学ぶ人のために』上野征洋・編　（世界思想社）

『せんだいメディアテークコンセプトブック』

せんだいメディアテーク・プロジェクトチーム（NTT出版）

≪参考WEB≫

仙台メディアテークhttp://www.smt.city.sendai.jp/

金沢21世紀美術館http://www.art.city.kanazawa.ishikawa.jp/

山口情報芸術センターhttp://www.ycam.jp/index.php
山口情報芸術センター基本計画策定http://www.city.yamaguchi.yamaguchi.jp/bunka/ycam/ycke/tokusyu.htm

NPOと行政の協働http://www.pref.saitama.jp/A01/BQ00/npo/konwakai-siryou-1-5-.pdf
                 http://www.pref.nagasaki.jp/seisaku21s03.pdf
PFI推進委員会http://www.8.cao.go.jp./pfi
http://www.nippon.zaidan.info/seikabutsu/1998/00344/contents/108.htm
http://www.2m.biglobe.ne.jp/~ITC/forum/2003/pgm.html
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